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有料老人ホームの前払金に係る契約の問題に関する建議（概要）（案） 

 

 

平成22年12月17日 

消 費 者 委 員 会 

 

有料老人ホーム（注）については、平成18年に改正老人福祉法が施行され、入居

者保護の観点から、倒産等の場合に備えた前払金の保全義務化や都道府県の立入検

査権の付与等、一定の規制強化が行われた。 

しかしながら、その後も、有料老人ホームに関する相談件数は増加の一途をたど

っており、昨年度の全国の消費生活センターに寄せられた相談件数は、上記改正老

人福祉法が施行される前の平成17年度対比約1.7倍にまで増加している。中でもそ

の８割に「契約・解約」に関する相談が含まれており、家賃や入居一時金等の名目

で徴収される前払金の返還金に係る苦情が多いことが明らかになった。 

（注）老人福祉法第29条第１項に規定される施設を言う。以下同じ。 

 

 他方、 

① 我が国社会では、今後、高齢化が急速に進展するとされていること、 

② 有料老人ホーム以外にも高齢者向けの住宅・施設は存在するものの、有料老人

ホームの在所者数の伸びが最も大きくなっていること、 

③ 悪質な業者に関する風評の結果、優良な事業者が良質のサービスを提供しても、

それを市場で正当に評価してもらえないとの声が聞かれること 

等の事情も踏まえると、有料老人ホームの入居契約における前払金の返還に係る消

費者苦情について抜本的な解決を図らなければ、消費者被害がさらに続くだけでな

く、市場の健全な発展も見込めないと考えられる。 

 

そこで、消費者委員会は、本年４月以降、厚生労働省、都道府県、関係業界団体

及び消費者団体等へのヒアリングを行うと同時に、苦情件数の突出している埼玉県、

千葉県、東京都及び神奈川県の４都県（以下「４都県」という。）内の有料老人ホ

ームに関するデータを網羅的に収集・整理する等の調査を実施した。 

 消費者委員会は、本調査から判明した事実に基づき、厚生労働大臣に対して、次

のとおり、消費者庁及び消費者委員会設置法に基づき建議する。 

 さらに、消費者委員会は、この建議について、厚生労働省に対して、平成23年６

月までにその実施状況の報告を求める。 

 

１ 短期解約特例制度（いわゆる90日ルール）についての法制化・明確化 

（建議事項①） 

厚生労働省は、前払金を受領しながら短期解約特例制度（以下「90日ルール」

という。）を設けていない事業者が少なからず存在している状況に加え、前払金

の返還に関する消費者苦情が絶えないことや都道府県等からの要望も踏まえ、以
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下の措置を講ずること 

○ 90日ルールを設けていない事業者に対して都道府県が適切かつ実効性のある

指導等を行うことができるよう、同ルールの法制化等の措置を講ずること 

○ 上記法制化等の措置を行うに当たっては、90日ルールの趣旨を逸脱した運営

を防止する観点から、①契約締結時点で入居可能でない場合の取扱いを定める

こと、②90日以内に契約解除の申出を行えば、同ルールが適用されることを明

確にすること、③死亡による契約終了の場合にも、同ルールが適用されること

を明確にすること、④事業者側が返還時に受領することができる利用料等の範

囲をより明確化すること 

 

２ 前払金の保全措置の徹底 

（建議事項②） 

厚生労働省は、老人福祉法第29条第６項の規定に違反して、前払金の保全措置

を講じていない事業者が相当数存在している状況を踏まえ、保全措置義務の実効

性を確保する観点から、直罰規定の導入など所要の措置を講ずるとともに、併せ

て都道府県に対し適正かつ効果的な指導等を行うことを要請すること 

 

３ その他規定の明確化等 

（建議事項③） 

厚生労働省は、指導指針等の規定が徹底されていない事業者が少なからず存在

している状況に加え、前払金の返還に関する消費者苦情が絶えないことも踏まえ、

以下の観点から消費者苦情を解決するための対策を検討し、改善の措置を講ずる

こと 

○ 指導指針では、前払金の償却年数は平均余命を勘案し決められていることと

規定されているが、入居時の年齢や要介護の程度等に関係なく一定に決められ

ている例が相当数みられることから、償却年数が入居後の平均余命等を踏まえ

た相応のものとなるよう一定のひな型を設けるなどにより、当該規定の実効性

を確保すること 

○ 老人福祉法第29条第６項では、前払金の算定基礎を書面で明示することが義

務づけられているが、指導指針において定める内容が明確性を欠くこと等もあ

って、事業者側が返還時に受領することができる利用料等を明示していない例、

具体的な記載となっていない例、保全措置に関する記載が確認できない例が多

数みられることから、都道府県に対し指導の徹底を要請するとともに、指導指

針又は施行規則で記載すべき事項等を明確に規定するなど所要の措置を講ずる

こと 

○ 消費者が有料老人ホームとの入居契約を行う前に、自らの健康状態や財産等

を踏まえて、有料老人ホーム以外の施設とも比較して入居施設を選択するため

に必要な情報を入手したり、個別に相談を行ったりすることができるように公

的な仕組みを整備（既存の公的機関の活用も含む。）すること 


